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I.国民所得概念と開発援助
1． GDP（GNP）とは何か。

· 経済の大きさを(金銭により)測る尺度。

· 粗概念（固定資本減耗：減価償却費を含む）

· フローの付加価値

2． 三面等価の原則
· 需要面　Y＝C+I+X－M

· 生産面　Y＝Y1+Y2+Y3

· 分配面　Y＝雇用者所得+営業余剰+間接税（－補助金）+固定資本減耗
3． GDPとGNPの違い
· GDPは国内概念、GNPは国民概念。

· GNP＝GDP+海外からの要素所得－海外への要素所得

· 要素所得とは何か。

労働、資本、土地の生産要素を源泉とするサービスからの収入。
· 名目と実質、デフレーター
基準年を元に、物価調整。
4． 分析ツール

(1) 産業構造

· 産業構造とは何か。

· 産業構造規定要因

需要構造、生産要素の賦存状況及び技術的要因など。

· 産業の種別(日本の例)
· 第一次産業：農業、林業、漁業などの採取産業

· 第二次産業：鉱業、製造業、建設業など商品生産産業の総称

· 第三次産業：金融業（金融・証券・保険、商業（卸売り、小売）、運輸通信業、電量･ガス･水道業、レジャー･外食業、教育・公務等、サービス財の生産を行う産業。

· ぺティ＝クラークの法則とサービス化経済

· 第一次生産段階：労働･資本などの生産要素は大部分農業に配分。

· 第二次：農業の重要性が低下、工業が拡大。

· 第三次：物質的な問題はほとんど解消されサービス生産の重要性が増大する。

(2) 外需と内需

Y＝C+I+X－M

内需＝C+I、外需＝X－M

Y＝内需＋外需

5． 援助とGDPでの位置づけ

(1) 経済開発の諸問題。

貧困の削減、分配の平等。トリクルダウンと貧困削減。投資の重要性。
(2) 経済開発とGDPの上昇

· 経済開発＝GDPの上昇と単純化。どのような経路でGDPを上昇させるか。
· 2段階でGDPに影響。

a)：案件実施（建設）中。公共投資の効果。

b)：完成後の効果。生産面では、第１～3次産業の生産が上昇する。

(3) 具体例

1 トルコ：ボスフォラス海峡横断地下鉄整備事業(II)

a)需要面：融資→工作機械の輸入→Mの増大+Iの増大
生産面：変化なし。
工事の開始
需要：融資→地下鉄建設→Iの増大
生産：Y２（建設業）の増大。
b) 地下鉄開通後

需要：直接効果：Cの上昇（地下鉄運賃）
　　　間接効果： 渋滞の緩和→ガソリン消費の減少→他の消費財への支出増→C増、利便向上→C、I、Xの増加（地域経済の活性化）
生産：直接効果：Y３（運輸業）の上昇
間接効果：消費振り替え、地域経済活性化によるY全体の上昇

2 インドネシア：ウルブル地熱発電所建設事業

発電機、工作機械の輸入と建物建設。

a)需要面：融資→発電機、工作機械の輸入→Mの増大+Iの増大

生産面：変化なし。

工事の開始

需要：融資→発電施設建設→Iの増大

生産：Y２（建設業）の増大。

b)発電所の稼動後

需要：直接効果：Cの上昇
· ラオスのケース

間接効果：CないしI（電気を使った資本財の生産）の増大

生産：直接効果：Y３（電力生産）の上昇

間接効果：Y1、Y2、Y３の上昇（電力なしではできなかった生産物の生産：ポンプ灌漑による農作物、アルミ精錬、各種サービス業）

3 中国：内陸部・人材育成事業
　学校建設、教員の研修
a)需要面：融資→学校建設→Iの増大

融資→日本の大学での教員受け入れ→Mの増大（サービス輸入）+ C（トレーニングサービス消費）の増大
生産面：学校建設→Y2の増大

トレーニング→変化なし。
b) 効果発現後
需要：直接効果：Cの上昇（教育サービスの高付加価値化、教師賃金の増大）
　　　間接効果：長期的には、 C、I、Xの上昇。
生産：直接効果：Y３（サービス業）の上昇。
間接効果：長期的には、労働生産性を高めることによりY全体の上昇。

4 港湾設備案件（スリランカコロンボ港）

a)需要面：融資→工作機械、港湾設備の輸入→Mの増大+Iの増大

生産面：変化なし。

工事の開始

需要：融資→港湾施設建設→Iの増大

生産：Y２（建設業）の増大。

b)港湾の稼動後

需要：直接効果：C及び Xの上昇（外国船の使用、サービス輸出）、

　　　間接効果：X、 Yの上昇（輸出入促進）

生産：直接効果：Y３（サービス業）の上昇

間接効果：Y1、Y2、Y３の上昇（港湾設備利用による農産物、工業生産物の輸出促進、付随して各種サービス業の発展）

5 農業案件（灌漑事業）に融資。事業はブルドーザーによる水路整備。

a) 需要面：融資→工作機械の輸入→Mの増大+Iの増大

生産面：変化なし。

工事の開始（公共事業）

需要：水路建設→Iの増大

生産：Y２（建設業）の増大。

b)水路の運営後（案件の効果発現）

需要；Cの増大ないしXの上昇

生産：Y１（農業生産）の上昇

6． 実際のデータ
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